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はじめに
国連憲章は、第1条3項において「人権及び基本的自由を尊重するように
助長奨励すること」を国連の目的の一つとして挙げている。そのため国連は、
設立当初より、加盟国が遵守すべき国際人権基準1を設定し、それらが各加
盟国内で遵守されているか監視し、いずれかの加盟国内において人権侵害が
行われたとの通報があった場合には、当該加盟国に改善を促したり、はなは
だしい場合には国連憲章第7章に基づいて制裁を課したりして、加盟国に国
際人権基準を遵守させるように圧力をかけているZ。
人権に対する取組みを強化するために、国連は、1993年に国連人権高等弁
務官事務所（theO伍ceoftheHighCommissionerforHumanRights：OHCHR）
を設置し3、2005年には、人権理事会（theHurnanRightsCouncil）4を設置
した。しかし、人権の保護・促進を行っているのは、これらの人権関連横間
だけではない。平和・安全保障関連機関も、人権に取り組んでいる。たとえ
ば、平和維持活動（PKO）であるカンボジア暫定行政機構（UNTAC）は、
人権の保護・促進のための人権教育の実施や、人権の一般的監視、人権に
関する苦情調査などの活動を行ったし5、安保理は、旧ユーゴ国際刑事法廷
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（ICTY）を設置して1991年以後に旧ユーゴスラビア領域で行われた虐殺の
責任者を訴追した6。
このように国連が人権の保護・促進に取り組んでいる一方で、アジア地域
は、他地域に比べ、相対的に人権に対する取組が遅れているといえる。たと
えば、欧州、米州、アフリカの各地域には地域的な人権条約および人権裁判
所があるのに対し、アジアには地域全体に適用される人権条約も、人権裁判
所も存在しない7。さらに、アジア諸国の中には、ミャンマー、カンボジア、
北朝鮮のように、一貫した形態の人権侵害が行われてきたとして、現在でも
国連が任命した特別報告者により当該国の人権状況が調査・研究され、人権
理事会により審議されている国もある8。
本稿では、このように課題の残るアジア地域における「人権及び基本的自
由を尊重する」ために、国連がどのような活動を行っているのか、そしてそ
の際の課題は何か、という視点から、東ティモールにおける国連の平和構築
の事例を考察する。
東ティモールの事例を考察する理由は、以下の通りである。
第一に、東ティモールでは、非合法的に同地を統治してきたインドネシア
から独立する際に、独立賛成派住民と、独立反対派住民およびインドネシア
軍との間で紛争状態に陥り、多数の住民が殺害されるというはなはだしい人
権侵害が行われた。これに対し国連は、紛争後および独立後の平和構築を模
索する新たな試みを行い、その活動は、国際社会から高い注目を浴びてきた
からである。
第二に、東ティモールにおける平和構築の一環として、実際に国連は、「人
権及び基本的自由を尊重する」ための具体的な取り組みを行っているからで
ある。
第三に、東ティモールにおいては、国連が平和構築を行っていたにもかか
わらず、紛争が再発してしまった。その原因を考察することにより、平和構
築における人権への取組みの課題を明らかにすることが可能であると考えら
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れるからである。
本稿では、国連が東ティモールにおいて、実際にどのような人権への取り
組みを行ってきたかを概観し、その際の問題点を考察する。それにより、国
連にとって、平和構築を成功させるためにはどのような人権に対する取組み
が必要か一人権の視点からみた平和構築の課竜一を明らかにすることが本稿
の目的である9。
I　平和構築と人権
「国際の平和および安全の維持」（国連憲章第1粂1項）を主要目的とす
る国連は、東西冷戦終了後、紛争が頻発し、また、和平合意後に紛争が再発
しやすいことから10、紛争が勃発した後に紛争の拡大防止や兵力引き離しを
行うという対処療法から、紛争の根本原因を除去することによって紛争の勃
発（または再発）を「予防」することに重点を移してきた11。そして、紛争
の根本原因として、民族間の差別や、貧困などの社会的不正義が挙げられる
ことから、平和・安全保障の問題は、人権問題や開発問題と関連していると
いう認識に立ち、平和・安全保障、人権、開発に取り組むことを国連の3本
柱とし、これら3つを包括する取り組みが必要であるとしてきた12。つまり、
人権の保護・促進そのものを目的とするだけでなく、平和・安全保障という
目的のためにも人権の保護・促進が重要であると考えられるようになってき
たのである。平和維持の目的は、持続可能な平和（sustainablepeace）を達
成することにあるとして、治安維持に加え、法の支配、参加型統治、経済的
・社会的発展の条件を整えることをも行う「多機能型（第2世代）」PKO13
が行われるようになったのは、この理由からである。
従来、国連の平和・安全保障分野の活動は、紛争の前、中、後の3つの時
期に区切り、各々の時期の活動を区別して理解してきた。つまり、①紛争を
勃発前に予防する、国連憲章第6車「紛争の平和的解決」に基づく平和創造
（peace－making）、（参国連憲章に違反して平和に対する脅威、平和の破壊、
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侵略行為を行った国に対して非軍事的、軍事的制鼓を行う国連憲章第7章の
もとの平和強制（peace－enforcement）、（彰国連憲章に根拠規定はないものの、
第6章と第7車の間（6章半）の活動として理解される、紛争後、和平合意
後の停戦監視や復興・国家構築を行う平和維持（peace－keeping）、という理
解である。
これに対し、最近国連が重視している「平和構築」とは、紛争になりつつ
ある状況、紛争中の状況、紛争後の状況などにおいて、紛争を予防し、和平
プロセスを支援し、恒久的・持続可能な平和を達成するという明確な目的の
ために行われる諸活動であり14、紛争の3つの時期における各々の活動を包
括的に捉える活動である。また、そこでの重点は、「紛争の勃発（または再
発）を未然に予防する」こと、恒久的、持続可能な平和を達成するために、
「紛争の根本的原因を除去する」ことに置かれている。
では、平和構築と人権はどのようにかかわるのだろうか。平和構築と人権
の関連性は、おもに2つの側面がある。
第一に、紛争中は、文民を中心とした被害者の人道的保護が中心的な活動
となる。紛争時には、一定の範囲で人権が制限される場合があるが15、生命
に対する権利などの基本的な人権は、紛争時こそ守られなければならない。
したがって、紛争時における平和構築は、当然に人権と深く関わりあってい
る。
第二に、紛争後に持続可能な平和を構築するためには、紛争中の重大な人
権侵害の責任者の処罰を行い、かつ、そのような人権侵害を行った被疑者と
被害者との和解（国民和解）により過去の紛争を清算し、新たな国家構築を
行わなければならない。したがって、人権は、紛争後の平和構築においても
中核的な問題である。
紛争後の平和構築の中でも、とくに人権に関わる活動は、「移行期司法
（tranSitionaljustice）」と呼ばれている。移行期司法は、「説明責任を確保し、
正義を確立し、和解を達成するために、過去の大規模な人権侵害という遺物
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を克服しようとする社会の試みに関連する、包括的プロセスおよびメカニズ
ム」と定義されている16。
移行期司法に関する活動の目的は、おもに3つある17。
第一に、大規模な人権侵害や集団殺害などの重大な犯罪を見逃さず、法の
支配を確立することである。「法の支配」とは、「公的、私的の差なく、国家
自身を含むすべての人、制度、親株が、公的に制定され、平等に適用され、
独立した裁判所により放かれ、国際的な人権基準および規範に合致している
法に基づいて説明責任を有しているという、統治（ガバナンス）の原則」で
ある1㌔法の支配が確立し、政治参加への権利、経済的・社会的権利、表現
の自由、差別防止など、国際的に認められた人権が保障されなければ、持続
可能な平和は達成されないからである。
第二に、大規模な人権侵害や集団殺害などの重大犯罪を行った者を確実に
処罰し、不処罰を認めない19ことにより、重大犯罪の発生を防止することで
ある。紛争中の重大犯罪の被疑者を処罰しなければ、被疑者と、被害者を含
む国民との真の和解は達成されない。犯罪者を処罰しない政権は、国民から
の信頼を得られず、正統性も揺らぎ、安定した社会が構築できないからであ
る。紛争の根本原因となりうる人権侵害を二度と繰り返さない社会を構築す
るために、平和構築おいて過去の人権侵害の責任を問う作業は必須の課題で
ある20。
第三に、重大犯罪の被害者に精神的、物質的救済を与えることである。被
害者に被害に対する救済が与えられなければ、不公平感がつのり、紛争が再
発する危険性も高まるからである。
では、東ティモールにおける国連の平和構築では、どのような人権に対す
る取組みが行われたのだろうか。次節では、東ティモールにおける国連の平
和構築を概観する。
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Ⅱ　東ティモールにおける国連の平和構築と人権
1．東ティモール
16世紀以降ポルトガルの植民地であった東ティモール21は、第二次世界大
戦中の1942年に日本軍に占領されたが、第二次世界大戦後に再びポルトガル
による支配が復活していた竿。国連は1960年に、東ティモールは、ポルト
ガルを施政国とする、国連憲章第11車に規定される「非自治地域」であると
みなした23。ポルトガルは、1974年に軍事クーデターが起こったことを契
機に海外の植民地解放を決定したことから、東ティモール独立革命戦線
（FRETnIN）は、1975年に東ティモールの独立を宣言した。しかし、隣国
のインドネシアが東ティモールに軍事侵攻し、1976年には27番目の州として
東ティモールの併合を宣言した。国連は、このインドネシアによる併合を認
めず、インドネシアに対し、東ティモールからの撤退を要求し続けていた。
また、FRETILIN等による独立運動は、インドネシアへの併合後も継続して
いた。
1991年11月12H、東ティモールの首都デイリで起きた独立派の抗議集会に
インドネシア軍が介入し、多数の住民が殺害された事件（サンタクルス事
件）24を契機として、東ティモールの独立運動は本格化していった。インド
ネシアは1998年に、東ティモールに対して自治を与えることを提案した。こ
の提案に基づいて協議を行った結果、1999年5月5日にインドネシアとポル
トガルは合意に達し、東ティモールに「特別の自治（aspecialautonomy）」
を与えることに東ティモールの人々が同意するか、拒否するかを明らかにす
るための民衆協議（popularconsultatlOn）を実施するよう、国連事務総長に
要請した25。
1999年8月30日に実施された住民投票の結果、投票した東ティモール人の
78．5％が「特別の自治」に反対し、独立の意思を表明した加。しかし、住民
投票の直後から独立反対派勢力27による破壊・暴力行為が激化し、急速に治
安が悪化したことから、国連安全保障理事会（以下、安保理）は多国籍の
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治安維持軍を派遣したり、国連の平和維持活動（PKO）を行うなどして、東
ティモールの支援に乗り出した。その結果、東ティモールは、2の2年5月20
日に独立を達成し、その後も国連の支援のもと、国家構築・平和構築に取り
組んでいる。
2．東ティモールにおける国連の平和構築
（1）国連東ティモール・ミッション（UNAMET、1999年6月11El－1999
年10月25日）
1999年8月5日のインドネシアとポルトガルの合意に基づき、国連事務総
長は、東ティモールの人々が「特別の自治」に同意するか否かを明らかにす
るための民衆協議を実施するように要請された。このため国連は、6月11日
に安保理決議1246を採択し、国連東ティモール・ミッション（theUnlted
NatlOnSMissioninEastTimor：UNAMET）を設置した28。UNAMETの任務
は、東ティモールの人々が特別の自治に同意するか否かを確かめるための
「直接、秘密かつ普通投票を基礎とした、1998年8月8日に予定された民衆
協議を組織し、かつ、実施する」ことであったお。
独立に反対する勢力（インドネシアへの併合派）による選挙準備への妨害
や独立派住民への襲撃が激化したことにより、住民投票は8月30日に延期さ
れた30。しかし、8月30日に実施された住民投票は成功裏に終了し、国連は
投票結果について、自由かつ民主的に表明された東ティモール人民の意思を
真正に反映するものであると判断した31。
UNAMETは、政治、選挙、広報の3つの部門を有する選挙支援のための
政治ミッション32であり、人権の保護・促進を直接的な目的とするものでは
ない。しかし住民投票の実施は、人々の自由意思の表明のための重要な手段
であり、人権を尊重する民主的な国家を構築するための第1歩である。した
がって、UNAMETの活動も広くは東ティモー）L，における人権の保護・促進
のための国連の活動の一形態と考えられる。
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（2）国連東ティモール暫定統治機構（UNTAET、1999年10月25日－2002
年5月17日）
住民投票の結果発表後、結果に不満をもった併合派民兵が、一部のインド
ネシア国軍兵士の支援のもと、華立派拠点を中心に破壊・暴力行為を開始し、
治安が急激に悪化したため33、国連は1999年9月14日、UNAMETの中核要
員を除く要員をデイリからオーストラリアのダーウィンに移送した。翌9月
15日、安保理は、東ティモールにおける平和と安全の回復、UNAMETの任
務の保護と支援、および人道支援活動の促進を目的とした東ティモール国際
軍（theInternationalForceinEastTimor：INTERFET）の設置を認める決
議1264を採択した34。
他方で安保理は、1999年10月12日にインドネシアが東ティモールに国連
の平和維持軍を受け入れる用意があると声明したことから、10月25日、
決議1272を採択して、国連東ティモール暫定統治機構（theUnltedNatlOnS
TransltionalAdminlStrationinEastTimor：UNTAET）を設置した。UNTAET
は、①東ティモール全域における治安の確保および法と秩序の維持、②実効
的な統治機構の創設、③民政および社会サービスの開発支援、④人道、復興、
開発支援の提供および調整の確保、④自律的統治（self一gOVernment）のため
の能力構築支援を任務とし35、東ティモールの立法、行政、司法にかかわるす
べての権限を行使した。また、UNTAETは、国際的警察組織を含む統治・
行政部門、人道支援・緊急復興部門および軍事部門を有し、INTEERFET
の軍事部門も、2000年2月23日にはUNTAETへ移行された。
UNTAETは、東ティモールが正式に独立するまでの暫定統治期間に、
2001年8月の憲法制定議会選挙の実施、2002年3月の憲法制定、4月の大統
領選挙などを行った。2002年5月20日、統治権限が東ティモールに移譲され、
東ティモールが正式に独立したことにより、UNTAETは任務を終了した。
UNTAETは、暫定統治期間中、東ティモールの統治全般に責任を有する、
統合的、多機能型、いわゆる第2世代のPKO36である。UNTAETでは、人
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道支援・緊急復興部門が人道的な危機において緊急支援を行った。これは、
生命に対する権利という人権のもっとも基本的なものを保護する活動である。
また、統治・行政部門も、法の支配の確立や司法制度改革などを通して、基
本的人権および自由の尊重に必要な活動を行っていた。とりわけ、東ティ
モール検事総長事務所、（EastTimoreseProsecutorGeneeraPso伍ce）、弁護
団部（DefenderService）、地方裁判所、控訴裁判所、真実和解委員会などを
設置し、東ティモールにおける人権侵害の真実を解明し、犯罪者を処罰し、
国民和解を促進した。また、ジェンダー問題を担当する部局を設置し、政策
策定や立法におけるジェンダー平等を促進し、平和維持軍、文民警察、およ
び東ティモール啓察関係者にジェンダー平等に関する啓発活動を行った。そ
の結果、女性の国会議員比率（24％）がアジア太平洋地域において2番巨＝こ
高くなるなど37、UNTAETは東ティモールにおける人権の保護・促進に大
いに貢献した。
（3）国連東ティモール支援ミッション（UNMISET、2002年5月17日－
2005年5月20日）
国連は、UNTAETに引き続いて、独立後の東ティモールの国家構築を支
援するために、2002年5月17日、安保理決議1410により、国連東ティモー
ル支援ミッション（theUnitedNationsMissionofSupportinEastTimor：
UNMISET）を設置した。UNMISETの任務は、（∋東ティモールの存続と政
治的安定に不可欠な、中核的な行政機構に対して支援を提供すること、⑦暫
定的に法を執行し、公共の安全を提供すること、また、東ティモールにおけ
る新たな法執行機関である東ティモール警察（theEastTimorPolice
Service：ETPS）の設立を支援すること、③東ティモールの国内的治安維持お
よび国際的安全保障に貢献すること、である。UNMISETは、ジェンダ，や
HIV／AIDs間題を扱う文民支援グループ、重大犯罪部および人権部を有する
文民部門、文民警察部門、および軍事部門から構成されていた駕。
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UNMISETは、文民部門に重大犯罪部と人権部を有しており、「国際的に
受け入れられた人権の原則は、UNMISETによって実施される訓練および能
力構築活動の不可分の一部を構成しなければならない」とされ39、とくに、
東ティモール警察の能力強化に取り組んだ。また、重大な人権侵害を行った
者を処罰することにより、人権の保護・促進に取り組んだ40。
（4）国連東ティモール事務所（UNOTIL、2005年5月20日－2006年8月26
日）
UNMISETは、2005年5月20日に任務を終了した。しかし、法の支配、司
法制度改革、人権、東ティモール警察への支援などの分野について、東ティ
モール政府がさらなる支援を必要としていたことから、安保理は、2005年4
月28日、決議1599により、国連東ティモール事務所（血eUnitedNations
O伍ceinTimor－Leste：UNOTIL）を設置した。UNOTILは、（》重要な国家機
構の構築を支援すること、③東ティモール警察を支援し、国境警備部の設置
を支援すること、③民主的統治および人権の遵守に関して訓練を行うこと、
④以上の活動を監視し、進展を評価すること、を任務としていた。UNOTIL
は、45名の文民アドバイザー、40名の警察アドバイザー、15名の軍人を含む
35名の国境警備アドバイザー、10名の人権専門家から構成されていた41。
UNOTnの任務からも理解されるように、国家構築が進展するにした
がって、民主的な統治を確立するためにも、人権に取り組むことがより一層
重要となってくる。
（5）国連東ティモール統合ミッション（UNMIT、2∝）6年8月26日－2011
年2月26日）
UNTAETおよびUNMISETは国連による平和活動の成功例として考え
られており、UNOTnも2∝裕年5月には任務を終了すると考えられていた。
しかし、2α施年4月、西部出身の国軍兵士が差別待遇を不満としてデモを
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行ったことを契機として42、政府に不満をもつ若者が中心となって、デイリ
で暴動が起こり、東ティモール国家警察（PoliciaNacionaldeTimor－Leste．
PNTL）警察官射殺事件が起こるなど、デイリのPNTL崩壊という事態に
陥った。治安の悪化を恐れて、一時は15万人もの国内避難民も発生した43。
この事態の背景には、国軍および国家警察内部の西部出身者と東部出身者の
乱轢、国家機関閏の権限の不均衡、貧困等の社会的不正義があった44。
この事態を受け、安保理は2006年8月26日、決議17（池を採択して、国連東
ティモール統合ミッション（theUnltedNationsIntegratedMissioninTimor－
Leste：UNMIT）を設置した。UNMITの任務は、①治安、民主的統治および
政治対話を強化するために、政府および関連機関を支援すること、②2007年
の大統領選挙および議会選挙を支援すること、③国家警察を支援し、治安部
門の包括的再検討を支援すること、辱）人権の監視、促進および保護のための
政府の能力及び制度をさらに強化するために支援すること、などであった45。
2（氾7年に実施された大統領選挙および地方議会選挙は、投票率が80－82％
と高く、比較的治安も維持された中で行われ、おおむね自由かつ公正な選挙
であったため46、選挙結果もすべての政治関係者に広く受け入れられた。こ
れは、2006年の危機後、対話と和解がかなり進展したことを示していた47。
しかし、2008年2月11日に大統領および首相襲撃事件が発生したため、安
保理は2月25日に決議1802を採択し、UNMITに対し、①司法制度の実効性
を強化すること、（診東ティモール政府の制度構築分野の能力強化を支援する
こと、③国家沓寮のさらなる訓練・監視・制度改革を支援すること、などの
追加的な任務を与えた48。それ以後、東ティモールの治安状況は、脆弱では
あるものの、比較的落ち着いてきている。UNMITは、現在も任務を継続し
ており、貧困、高い失業率、ベーシック・ヒューマンニーズの不足という課
題を改善することが今後の優先課題であると考えられている49。
以上のことから理解されるように、国連は、東ティモールに対し、多国籍
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の治安維持軍の派遣を許可したり、PKOおよび政治ミッションを派遣した
りと、多様な平和構築活動を行い、同国の独立の実現と国家構築に貢献して
きた。当初は独立に向けた暫定統治、選挙監視、統治機構構築などの政治活
動が中心であったが、独立後の国家構築の中では、法の支配の確立、司法制
度改革、重大犯罪人の処罰、国民和解、人権監視・保護・促進のための政府
の能力強化など、人権に対する取組みが重視されるようになってきている。
このように、人権の保護・促進のための取組みは、平和構築、とくに民主的
な国家構築による持続可能な平和構築のための重要な活動となっていること
が分かる。
では、人権の視点から見て、現在の平和構築は十分なのであろうか。以下
では、人権の視点から見た平和構築の課題を考察する。
Ⅲ　人権の視点からみた平和構築の課題
東ティモール警察に持ち込まれる事件の約4割は、家庭内暴力である。そ
の他にも、レイプや児童虐待といった問題もある。しかし東ティモールでは、
警察に一度持ち込まれた犯罪が、伝統的寄り合い会議でうやむやにされてし
まう場合がある。また、意見の相違を暴力で封じ込める傾向もある即。この
ような伝統的慣習を排除し、国際人権基準を適用するには長い時間を要する。
そもそも、人権とは何かという基本的なことから、人々、とくに法執行機関
である警察関係者に教えていくことが必要である。
また、司法機関についても、殺人を犯した民兵と軽犯罪を犯した少年とが、
または、受刑者と容疑者とが区別されることなく、すべて同じ刑務所に収監
されていることも、深刻な人権侵害として挙げられる。さらに、鼓判官や弁
護士が不足しており、司法制度の整備も不十分である51。
このような状況にある東ティモールでは、とくに人権に対する取組みが必
要であり、平和構築の一環として、はなはだしい人権侵害の責任を追及し、
被害者の救済を行う移行期司法の活動が重要となる。
－1こ泌一一
1．1999年の事件に対する国連の取組み
インドネシア国軍およびその支援を受けた併合派住民は、1999年の住民投
票の前後に、独立派住民に対して虐殺、レイプ、略奪、放火、強制移住、破
壊行為などを行い、1400人以上の死者と、数千人の負傷者を出した52。これ
らの犯罪の実行者および責任者を訴追するため，UNTAETは、2000年6月、
「重大犯罪に対する特別法廷（theSpecialPanelsforSeriousCrimes）」、お
よび、「重大犯罪部（theSeriousCrimesUnit・SCU）」を設置した。また、後
継のUNMISETは、2002年、被疑者の弁護を行う「弁護団部（theDefence
LawyersUnit：DLU）」を設置した。重大犯罪部は、2000年から2004年の間に、
95の事件に関する391人の被疑者を訴追した。しかし、実際に裁判にかけら
れたのは52人だけで、残る339人は、東ティモールの管轄外であるインドネシ
アに逃れたままである53。
インドネシアにおいては、国際社会の圧力を受けたインドネシア政府
が、「東ティモールに関する臨時人権裁判所（TheAdHocHumanRights
Court）」、および、「東ティモールにおける人権侵害調査委員会（血e
CommissionofInquiryintoHumanRightsViolationsinEastTimor）」を設置
した。同委員会は、22人の容疑者リストを作成し、正式に起訴するために検
事総長に送付したが、実際に起訴されたのは、18名だった。また、1名を除
き、一審または上訴審において無罪とされた54。
このように1999年の事件の被疑者の訴追は、ほとんど実効的に行われな
かった。そこで事務総長は、2005年2月18日、専門家委員会を設置して、イ
ンドネシアにおける「東ティモールに関する臨時人権裁判所」、東ティモー
ルにおける「重大犯罪部」および「重大犯罪に対する特別法廷」による重大
な人権侵害の被疑者の訴追状況を報告するように要請した55。
専門家委員会は、1999年の住民に対する攻撃は、広範にわたる計画的なも
のであったと結論した56。そして、東ティモールにおける「重大犯罪部」お
よび「重大犯罪に対する特別法廷」の活動は、殺人事件に主眼が置かれてい
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たため、破壊活動、強盗、強制移住、レイプ、拷問などの重大犯罪などの捜
査は十分ではなかったが、全体としては、司法手続きに関する国際的基準に
合致した責任あるものであると結論した57。
一方、インドネシアにおける訴追について専門家委員会は、「東ティモー
ルにおける人権侵害調査委員会」の調査そのものは、国際的な刑事法の基準
に従って、包括的で、信頼のおけるものであり、客観的に行われたと判断し
た戦　しかし、「東ティモールに関する臨時人権裁判所」での裁判は、被疑
者とされた22人のうち18人が起訴されたが、係争中の1人を除く全員が無罪
となり、適切な証拠が示されていないなど、訴追そのものが極めて問題の多
いものであり、同裁判所における司法手続きは正義を求める被害者の要求の
応えるものとは言えないと結論づけた59。したがって、インドネシアに対し
て、訴追、裁判手続きの強化を図り、無罪とされた被疑者の再審を行うなど
のことを勧告した即。
2．人棟の視点から見た平和構築の課題
1999年の重大な人権侵害事件の被疑者の訴追については、いくつかの困難
があった。
第一に、独立派住民を襲ったのは、インドネシア軍およびインドネシア軍
に支援された併合派住民であったため、被疑者の多くはインドネシアに逃れ
てしまい、東ティモールは、彼らを有効に訴追することができなかった。イ
ンドネシア政府の協力が得られれば訴追することも不可能ではないが、とく
にインドネシア軍の上層部を含む関係者の刑事責任を問うことは、インドネ
シア政府が消極的であり61、東ティモール政府には、インドネシアに逃れた
被疑者の訴追は現実的には不可能であった。
第二に、東ティモール政府自身も、強大な隣国であるインドネシア政府と
の良好な関係を保つという政治的判断から、重大な犯罪の被疑者を処罰する
という正義を追求せずに、不処罰・赦免を否認する立場をとる専門家委員会
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の報告書を受け入れられないと表明した62。結果として、1999年の事件の被
疑者を訴追するという「正義」よりも、インドネシアとの「平和」共存が優
先されたのである。
このように、平和構築の中の移行期司法は、「正義」か、「平和」か、とい
う相克鮎、つまり、個人の「人権」をとるか、国家の「安定」をとるか、と
いう相克をはらむ困難な課題を有しているのである。
東ティモールにおいては、その後2006年にも危機が訪れた。東ティモール
政府の要請により、国連人権高等弁務官事務所が設置した「東ティモールの
調査のための独立特別委員会」は、その原因として国家機構・法の支配の脆
弱性を指摘し、同危機の際に重大な犯罪を犯した個人を認定し、被疑者を国
内法に基づいて処罰することを勧告した。また、犯罪者を処罰することなく
放置すること（不処罰の文化）は国家の基礎を脅かすこと、そして、正義、
平和および民主主義は相互に強化しあうことを指摘した64。持続可能な平和
を構築するためには、正義が実効的に、かつ、目に見える形で実行されなけ
ればならないのである。
2009年現在、東ティモールの人権状況は、警察や軍隊による人権侵害事例
が徐々に減少するなど改善が見られるものの、UNMITは、女性や子供に対
する暴力を減らすこと、人権尊重のために治安部門を改革すること、経済的
・社会的・文化的権利を促進することなどを重点項目として挙げている。ま
た、犯罪や人権侵害を行った被疑者の多くが未だに訴追されていないので、
彼らを訴追することが引き続き課題であると指摘している65。
東ティモールが真に持続可能な平和を構築するためには、「正義」と「平
和」が両立する国家が構築されなければならないが、そのためにはかなり長
い時間がかかることも覚悟しておかなければならないだろう。
おわりに
本稿では、人権の視点からみた平和構築の課題を明らかにするために、東
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ティモールにおける国連の平和構築活動を考察してきた。国連は、確かに平
和構築活動の中で、とりわけ独立後の国家構築の中で、法の支配の確立、司
法制度改革、重大犯罪人の処罰、国民和解、人権監視・保護・促進のための
政府の能力強化など、人権の保護・促進のための活動を行ってきた。
しかし、東ティモールにおいては、重大な人権侵害の責任者の処罰（正義）
という問題と、不処罰（国民和解という名の赦し）による国家構築（平和）
との相克があり、東ティモール政府は、正義よりも平和を選択した。紛争後
の平和構築において、重大犯罪を行った者を処罰しなければ、重大犯罪の発
生を防止することはできないし、被疑者と被害者を含む国民の真の和解は連
成されない。また、犯罪者を処罰しない政権は、国民からの信頼を得られず、
正統性も揺らぎ、安定した社会が構築できない。したがって、紛争の再発を
防止し持続可能な平和を構築するためには、過去の重大な人権侵害の責任を
問い、人権の保護・促進に取り組むことが避けては通れない重要な課題とな
る。
とりわけ人権に対する取り組みが遅れているアジア地域の平和構築の中で
人権尊重の視点を持って積極的に関わっていくことが、今後アジアにおける
人権の保護・促進と持続可能な平和のために重要である。
1国連は、法的拘束力を有する「条約」だけでなく、法的拘束力は有しないものの、その
遵守が求められる「宣言」（いわゆるソフトロー）の起草も行ってきた。たとえば、人
民の自決の権利を定めた植民地独立付与宣言、発展の権利宣言、国連先住民権利宣言な
どである。人権の分野では、「条約」のみならず、これらの「宣言」を含めて、「匡l際人
権基準」と呼んでいる。
2　たとえば安保理は、南アフリカのアパルトヘイト政策を国連憲章第7車に規定される
「国際の平和及び安全の維持を危うくする虞のあるもの」と認定し、同政策に対する非
難決議を採択したり、南アフリカに対する経済制敦を課したりした。
3　従来、国連事務局内に人権センターがあったが、1993年の世界人権会議は、人権の保護
・促進のために人権高等弁務官の設置を国連総会に勧告した。その勧告に基づいて、国
連総会は、同年、人権の分野における国連の活動を総合的に強化、活性化するために人権
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高等弁務官のポストと、人権高等弁務官事務所をジュネーブに設置した。United
NatlOnSDocument（以下、UNDoc．）A／RES／48／141dated7Jarluary1994．
4　2005年の国連首脳会議において、人権の保護・促進を回達の優先的な課題とし、国連の
活動の中心に人権をおくこと（人権の主流化）が再確認された。これに基づき、国連総
会は、20〈光年、国連総会の補助機関として人権理事会を設置した。UNDoc
A／RES／60／251dated3Apri12006．
5　UNDoc．A／46／608－S／23177dated300ctober1991．
6　安保理は、1993年5月25日、決謡827によって旧ユーゴ国際刑事法廷を設立し、2010年6
月30日現在、161名の被告人を起訴し、有罪別名、審理中36名、無罪12名、国内裁判所に
移送された者13名、起訴取り下げまたは死亡36名となっている。UnltedNatlOnS
hternatlOnal Crlmlnal TribuTlalfor the Former Yugoslavia．”Key Figures ofICTY
Casesl’，http・／／wwwicty．org／sections／TheCases／KeyFigures．（1September2010）．
7　東南アジア10カ国から成る東南アジア諸国連合（ASEAN）において、政府間人権委員会
を設置するなどの動きは出てきている。
8　UnltedNationsOfEceoftheliightCommisslOnerbrHumanRights．’．SpeclalProcedures
assumedbytheHumanRightsCouncil．Countrymandates
http：／／www2．ohchr．org／english／bodleS／chr／special／countries．htm．（260ctober2010），
9　なお、東ティモールでは多数の難民および国内避難民も発生したため、国連難民高等弁
務官事務所（UNHCR）を中心とした国連諸楼閣が彼らに対する人道支横を行ってきたが、
本稿においては主に国連の平和構築を対象とするため、これらの人道支援については別
稿に譲ることとする。
10　匡】連事務総長報告書は、紛争後の国家の約半分が5年以内に紛争に戻る、と指摘してい
る。UNDoc．A／59／2005，A．Inlargerh’eedom：tOWardsdevelopment．securityandhuman
rlghtsforall・ReportoftheSecretaryAGeneral”．dated21March2005．paral14．p31，
11UNDoc．A／54／1．’一ReportoftheSecretary－GeneralontheWorkoftheOrganlZation”．
dated31August1999．para．23．p．3．
12UNDoe．A／RES／60／1．“2005WorldSummitOutcome”．dated240ctober，2005．paraB．
p．2．
13　山田哲也「第7車　武力紛争と国際法」横田洋三編r国際社会と法J有斐閣、2010年、133
ページ。
t4平和構築の定義については、UNDoc．A／47／277－S／24111，‘LAnAgendaゐrPeace：
PreventlVe dlplomacy．peacemaklng and peace－keeping Report of the Secretaryr
Generalpursuan＝o the statement adopted by the Summit Meetingofthe Security
Council’’．dated17June1992：UNDoc．A／55／305－S／2000／809，LLReportofthe Panelon
ll・ll
UnitedNatl0nSPeaceOperat10nS”．dated21August2000；UNDoc．A／59／565／AMore
Secure WorldこOur Shared responslbillty，Report ofthe Highー1evelPanelon Threats．
Challenges and Change”．dated2December2004：UN Doc．A／59／2005．“h Larger
Freedom：tOWards development．security and human rlghtsfor all”．dated21March
2005；UNDoc．A／RES／60／1．qp．ciL：OECD／DAC．TheDACgukleEnes：Heb血gPreveL7t
Ⅵd飢～co血亡．2∞1．p．20，などを参照。
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